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質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

1. 物価高で苦しむ市民を守る鶴ヶ島へ   (２０分) 

 

物価高が止まりません。令和7年の食料品値上げは2万609品目に達

し、前年の1.6倍となりました。令和8年に入ってからは、イラン情

勢の悪化に伴う原油高・ナフサ不足が、ガソリン、灯油、輸送費、

プラスチック製品、食料品など、市民生活のあらゆる場面に影響を

及ぼしています。実質賃金は4年連続でマイナスです。市民の暮ら

しへの圧迫は深まる一方です。全国の生活保護申請は5年連続で増

加し、令和6年度は約26万件に達しました。 

 

令和7年は生活保護行政にとって構造的な転換点となりました。4

月に生活保護法と施行規則が改正され、6月には最高裁判所が生活

扶助費引下げを違法と認定し、10月には生活扶助の特例加算が増額

されました。立法、司法、行政の3面が同時に動いた1年です。最高

裁判決は、生活保護を権利として司法が守ることを示したもので

す。立法・司法の変化を、行政の運用に着実に反映させることが各

自治体に求められています。 

 

地方自治体の裁量は限られています。支給基準は国が定めるためで

す。ですが、運用には市の裁量があります。申請のしやすさ、相談

体制、扶養照会の運用、これらは市の姿勢で変わります。 

生活保護を必要とする市民が申請に至らないとき、その実態は統計

に表れません。窓口の相談体制、情報へのアクセス、申請手続きの

丁寧さは、制度の実効性を左右します。数字の背後にある現実を把

握することが、市民の権利を守る行政の責任です。 

令和7年の構造的転換が、本市の生活保護行政にどのような変化を

もたらしたでしょうか。 

 

市長交代後の本市の生活保護行政の現状と運用方針を伺います。 

 

(1) 本市の直近3年間の、生活保護相談数、申請数、却下率、扶養

照会率の推移は 

(2) 生活保護受給申請のハードルを下げる本市の体制と運用は 

市 長 
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2. 鶴ヶ島のジェンダーギャップの解消をせよ(２０分) 

 

本年は女性が初めて参政権を行使してから80周年の節目です。ま

た、第6次つるがしま男女共同参画推進プランの最終年度です。 

 

本市職員の課長級以上に占める女性の割合は8年間、ほぼ動いてい

ません。平成28年度に10.9%、令和7年度も10.9%です。私はこのテ

ーマを当選以来、毎年6月の一般質問で確認してきました。 

 

市職員管理職のジェンダーギャップは単に人事構成の数字の問題

ではありません。市民生活の質を直接左右する問題です。避難所運

営、母子保健、DV対応、子育て・介護世代の窓口設計、これらは誰

が意思決定の場にいるかで決まります。男性の想像力が女性の当事

者性を超えることは難しいでしょう。 

 

日本はジェンダーギャップ指数において、世界で最下位グループに

位置し続けており、地方自治体レベルからの変化が求められていま

す。女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画では管理職比率の

数値目標設定が定められていますが、目標を設定することと達成す

ることのあいだにある距離を、本市は長年埋めることができていま

せん。8年間でほぼ動いていないという事実は、採用・育成・登用

の仕組みに構造的な課題があることを示しています。 

 

齊藤前市長は令和5年第2回定例会で「多くの女性職員がこれから表

に出ようという準備段階にいる」と答弁しましたが、ジェンダーギ

ャップはその後も改善されませんでした。 

そして昨年、若い世代の小川市長が市民から選ばれました。 

 

小川新体制初めての人事の現状と、今後の方向性を伺います。 

 

(1) 本市職員の課長級以上の女性割合は 

(2) 第6次つるがしま男女共同参画推進プランの総括は 

(3) 第7次つるがしま男女共同参画推進プラン策定の方向性は 

市 長 
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3. LGBTQ+/SOGI差別を解消する鶴ヶ島へ   (２０分) 

 

6月はプライド月間です。本市では令和5年4月にパートナーシッ

プ・ファミリーシップ宣誓制度を開始し、3年が経過しました。制

度の設置から、行政サービスとの連携整備、さらには制度を支える

法的根拠の確立へと、段階的な前進が問われています。 

 

本年3月議会において私は、包括的な差別解消推進条例の制定に向

けての検討を求めました。小川市長は「現時点で予定はない」「検

討委員会も設置する予定はない」と答弁しつつも同時に「鶴ヶ島市

は差別を決して許さない」と明言しました。 

 

本日取り上げるのはLGBTQ+/SOGIを理由とする差別を解消するため

の具体的な施策の前進と、その制度的裏付けです。市長は議員時代、

LGBTQ+差別禁止条例の制定を公約に掲げていました。その後、埼玉

県に同様の条例があることを理由に、当該公約を取り下げた経緯が

あります。 

あらゆる差別を許さないと宣言した小川市政の整合性が問われて

います。条例でなく施策によって差別解消を進める選択をしたとす

れば、施策の具体的な内容とその進捗が問われます。宣言と実際の

体制とのあいだの距離を直視することが必要です。 

 

10代のLGBTQ+当事者の自殺念慮率は過半数に達しています。複数の

国内調査は、性的少数者の若者の自殺念慮率が非当事者の数倍に及

ぶことを示しています。本市の自殺対策と切り離して論じることの

できない領域です。 

 

小川新体制のLGBTQ+/SOGI差別解消の現状と方針を伺います。 

 

(1) 本市のパートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度の利用件

数、関連行政サービスの整備状況等の現状は 

(2) 小川新体制のLGBTQ+/SOGI差別解消に向けた新しい取組は 

(3) LGBTQ+/SOGI差別解消を前に進めるための今後の方向性は 

市 長 

 

 


